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① 表の数値は、四捨五入の関係で末尾が合わない場合があります。 

 

② 

について 

経営状況を財務書類に表した場合にどのようになるかを平易にあらわすため、八百屋さんになぞらえて

説明していますが、市の財務書類は、新公会計制度（総務省方式改訂モデル）に基づいており、一般的な

企業の財務諸表とは計上項目や形式が異なっています。あくまで参考程度にご覧ください。 

八百屋さんに例えると… 

ご注意ください！ 
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1 はじめに～財務書類からわかること 

○ 「財務書類」を見れば、「市の借金はどのくらい？」「資産はどのくらい？」「貯金はいくら？」「教 

育や福祉にいくら使っている？」といったことが読み取れます。 

ポイント! 

○ これからの時代は、自治体も資産と負債のストック情報や行政サービスに 

かかるコスト情報をしっかり把握した上で施策を行う必要があります。奈良市でも、 

平成 21年度から財務書類（平成 20年度決算分）を作り、公表しています。 

○ 「財務書類」には、『貸借対照表』『行政コスト計算書』『純資産変動計算書』『資金収支計算書』 

の４つがあり、財務４表とも呼ばれています。次章からくわしく見ていきましょう。 

まとめ 

［負債の部］

１　固定負債

　（1）地方債 （あ）

　（2）長期未払金

　（3）退職手当引当金

　（4）損失補償等引当金

２　流動負債

　（1）翌年度償還予定地方債 （い）

　（2）短期借入金

　（3）未払金
資産合計 （う）

総　　額 （構成比率）
生活インフラ・

国土保全
教　育 福　祉

（１）人件費

（２）退職手当引当金繰入等

１ （３）賞与引当金繰入額

小　　計
（１）物件費
（２）維持補修費
（３）減価償却費

小　　計
（１）社会保障給付

（２）補助金等

３ （３）他会計等への支出額

（４）他団体への
　　　公共資産整備補助金等

小　　計
（１）支払利息
（２）回収不能見込計上額
（３）その他行政コスト

小　　計

（お） （か）

２

４

経 常 行 政 コ ス ト ａ

『貸借対照表』（P.2、21）の［負

債の部］「地方債(あ)」と「翌年償

還予定地方債(い)」を足した額で

す。 

３　流動資産

　（1）現金預金

　　　　　（うち歳計現金） （え）

　（2）未収金

［純資産の部］

『行政コスト計算書』（P.22）の「教育」

や「福祉」の「経常行政コスト(お)(か)」で

す（施設建設を除く額が分かります）。 

『貸借対照表』の［資産の部］

「歳計現金(え)」です。 

市の借金はどのくらい？ 

貯金はいくら？ 

教育や福祉にいくら使っている？ 

『貸借対照表』の［資産の部］

「資産合計(う)」です。 

資産はどのくらい？ 
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奈良市貸借対照表（普通会計） 

 

 

 

 

［資産の部］ ［負債の部］

１　公共資産 4,562億円 １　固定負債 2,139億円

　（1）有形固定資産 4,561億円 　（1）地方債 1,964億円

　（2）売却可能資産 1億円 　（2）長期未払金 0億円

　（3）退職手当引当金 175億円

２　投資等 113億円 　（4）損失補償等引当金 0億円

　（1）投資及び出資金 9億円

　（2）貸付金 2億円 ２　流動負債 205億円

　（3）基金等 75億円 　（1）翌年度償還予定地方債 164億円

　（4）長期延滞債権 45億円 　（2）短期借入金 0億円

　（5）回収不能見込額 △16億円 　（3）未払金 0億円

　（4）翌年度支払予定退職手当 27億円

３　流動資産 38億円 　（5）賞与引当金 14億円

　（1）現金預金 31億円

　　　　　（うち歳計現金） 19億円 負債合計 2,344億円

　（2）未収金 6億円

［純資産の部］

純資産合計 2,368億円

資産合計 4,713億円 負債・純資産合計 4,713億円

借　　方 貸　　方

[純資産]・[負債]を元手にして

手に入れたカネ・モノ

将来支払わなければならない

金額

これまでに資産形成に投入した税金等

2 『貸借対照表』をみる 

○ 貸方（右側）にある「負債」と「純資産」が、これまでの市の行政サービスの元手となるお金を、 

借方（左側）にある「資産」は、そのお金が今どのような形に姿を変えているのかを示しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ポイント! 

① 八百屋さんを始めるため

に元手を集めました。 

② 自分のたくわえ（純資産）

と、銀行から借りたお金と

を使って、開店の準備をす

ることにしました。 

③ 野菜は、農家から仕入れ

て売ることにしました。品

物は受け取りましたが仕入

れの代金はまだ支払ってい

ません（未払金）。 

④ おつりの支払いなどのた

め、現金を持っておくこと

にしました。 

八百屋さんに例えると

… 

合計額は等しくなる 合計額は等しくなる 

借方 貸方 

【資産】 【負債】 

 

 

 

 

【純資産】 

市税 

… 

土地・建物 

投資 

現金 

… 

… 

 

借りた 

元手 

（借金） 

借方 貸方 

【資産】 【負債】 

 

 

 
 

【純資産】 

自分の 

たくわえ 

土地 

野菜 

株式 

現金 

… 

… 

銀行借入 

未払金 



-3- 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

● 市民１人当たりの負債額（第 7章１．②） 

● 社会資本形成の世代間負担比率（第 7章２．①②） 

 

 

 

 

 

  

○ 「資産」○アは、4,713億円です。市民１人あたり 130 万円になります。 

○ 「負債」○イは、2,344 億円です。市民１人あたり 65 万円になります。 

○ 「純資産」○ウは、2,368 億円です。市民１人あたり 66万円になります。 

○ 4,561億円を超える有形固定資産○エ（土地、建物等）を持っていますが、これだけの 

膨大な資産を維持していくためのお金をどうやって用意するか、考えておく必要があります。 

 

まとめ 

『引当金』とは、将来確実に支払いを求められる 

金額を見積もって、「負債」（借金）ととらえたも 

のです。 

 

当年度 次年度

(未払い）（支払い済)

夏季賞与の支給対象期間

賞与
引当金

冬季賞与 夏季賞与

賞与引当金の場合… 

次年度の６月に支払う予定の夏季賞与の支給額には、当

年度内に働いたことで支払われるとみなされる額が含ま

れている⇒ 当年度の「賞与引当金」として見積もります。 

解説！ 
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奈良市行政コスト計算書（普通会計） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

行政コスト計算書（要約）

平成27年度 平成26年度 対前年差

人にかかるコスト 232億円 － 229億円 ＝ 3億円

物にかかるコスト 315億円 － 298億円 ＝ 17億円

移転支出的なコスト 532億円 － 537億円 ＝ △5億円

1,100億円 その他のコスト 21億円 － 31億円 ＝ △10億円

－ 経常収益 使用料・手数料など 39億円 － 35億円 ＝ 4億円

1,062億円 － 1,060億円 ＝ 2億円純経常行政コスト

経常行政コスト

3 『行政コスト計算書』をみる 

○ １年間に資産形成を伴わない行政サービスにかかったお金（コスト）と受け取ったお金（収入） 

を比べることで、サービスに使われたお金のうち、どのくらいが税金等でまかなわれたかを示して 

います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
☆『行政コスト計算書』の「収入」に、税収は計上されません。 

 

ポイント! 

○ 物にかかるコスト○アには、建物や設備などの価値の「目減り分」を費用 

としてみなした「減価償却費」が 118億円分含まれています。 

言い換えると、過去に取得した資産の価値が１年間で 118億円分減ったことになります。 

○ 経常行政コスト○イ（人・物・業務にかかるコストと補助金などの移転支出的なコストなどを合わ 

せたもの）は 1,100億円です。これは、市の資産形成につながらない費用となります。 

○ 行政サービスの対価である使用料・手数料など○ウの収益は 39 億円です。 

○ ○エ（○イ－○ウ）が、１年間の純経常行政コスト 1,062 億円で、これは税金等でまかなわれます。 

 

まとめ 

① 店員さんの給料や、商品

の仕入れ、商店会の会費な

どのお金（コスト）がかか

ります。 

② 八百屋さんは、お店の２

階に店員さんを住まわせて

家賃を受け取っています。 

③ コストから収入を引く

と、お店を続けていくため

に必要なお金（運営費用）

がわかります。 

④ 運営費用をまかなうだけ

の売上がないとお店を続け

ることが難しくなります。 

八百屋さんに例えると

… 人にかかるコスト 経
常
行
政
コ
ス
ト 

物にかかるコスト 

移転支出的なコスト※ 

その他のコスト 

経
常 

収
益 

使用料・手数料など 

純経常行政コスト 
（税金等でまかなわれる金額） 

店員さんの給料 

コ
ス
ト 

野菜の仕入れ、電気代 

商店会の会費 

その他 

収
入 家賃収入 

お店の運営費用 
※市民・団体への補助金など 
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『減価償却費』とは、左の図のように、 

持っている固定資産（建物・設備など） 

の値打ちが１年ごとに減っていくと考え 

て、その減少分を事業にかかる費用とし 

てとらえたものです。 

 

解説！ 

減価償却費　 ……
+ + + + + +

その他の費用　 ……

　　事業にかかる費用（１年分）

固定資産
の
価値

50 億円かけて学校を建設し、50 年間使用する場合… 

１年間の学校運営にかかる費用は、 

減価償却費 ： 50 億円÷50年＝1億円 

その他の費用： 先生の給料、電気代、教科書代など 

⇒ 学校を建てた年に 50億円使ったと考えるのではなく、 

１億円ずつ 50 年使ったと考えます。 
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奈良市純資産変動計算書（普通会計） 

 

 

 

 

 

純資産変動計算書（要約）

平成27年度 平成26年度 対前年差

期首純資産残高 2,342億円 － 2,338億円 ＝ 4億円

－ 純経常行政コスト 1,062億円 － 1,060億円 ＝ 2億円

一般財源 786億円 － 778億円 ＝ 8億円

補助金等受入 306億円 － 284億円 ＝ 22億円

臨時損益 △4億円 － 7億円 ＝ △11億円

資産評価替 0億円 － △5億円 ＝ 5億円

無償受贈資産受入 0億円 － 0億円 ＝ 0億円

その他 0億円 － 0億円 ＝ 0億円

期末純資産残高 2,368億円 － 2,342億円 ＝ 26億円

＋

4 『純資産変動計算書』をみる 

○『貸借対照表』の「純資産」が、１年間でどのように増えたり減ったりしたのかを 

示しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

※増えることも減ることもあります。 

ポイント! 

① お店の運営費用がかかっ

た分、たくわえ（純資産額）

が減ることになりました。 

② お店の売上や商店会から

の開店お祝い金でたくわえ

が増えました。 

③ 商売用の車を手放しまし

たが、思ったより高い値段

で売れました。 

④ 親戚から新車を譲り受け

ました。 

⑤ 持っていた株式の株価は

上昇しました。 

⑥ ①～⑤より、今年度末の

純資産額が分かりました。 

前年度末の純資産額 

お店の運営費用(p.4) 

今年度末の純資産額 

期首純資産残高 

純経常行政コスト 

期末純資産残高 

八百屋さんに例えると

… 

一般財源 

補助金等受入 

臨時損益※ 

無償受贈資産受入 

その他※ 

資産評価替※ 

お店の売上 

商店会から開店お祝い金 

車を売って得した額 

譲りうけた財産 

保有株式の株価上昇額 

その他 
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○ ○ウは、前章でみた行政サービスの提供にかかるコスト（純経常行政コスト） 

をまかなうため 1,062 億円の純資産が減少したことを示しています。 

○ 税金や補助金などが 1,088 億円入ったことと相殺して、前年度に比べ純資産が差し引き 

26 億円増えています。（○イ－○ア）。 

 

まとめ 
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奈良市資金収支計算書（普通会計） 

 

 

 

 

 

 

資金収支計算書

平成27年度 平成26年度 対前年差

－ 支出 976億円 － 965億円 ＝ 11億円

＝

197億円 ＋ 収入 1,173億円 － 1,132億円 ＝ 41億円

－ 支出 87億円 － 87億円 ＝ 0億円

＝

△4億円 ＋ 収入 83億円 － 79億円 ＝ 4億円

－ 支出 194億円 － 205億円 ＝ △11億円

＝

△176億円 ＋ 収入 18億円 － 42億円 ＝ △24億円

17億円 － △4億円 ＝ 21億円

2億円 － 6億円 ＝ △4億円

19億円 － 2億円 ＝ 17億円期末歳計現金残高

経常的収支

公共資産整備収支

投資・財務的収支

当年度歳計現金増減額

期首歳計現金残高

5 『資金収支計算書』をみる 

○『貸借対照表』の「現金預金」のうち「歳計現金※」が、１年間でどのように増えたり 

減ったりしたのかを示しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 歳計現金 … 市の歳入・歳出に係る現金で、日々の支払いにあてる資金です。 

ポイント! 

① １年間の営業活動の結果、

1,500 万円の現金が残りま

した。 

② お店を改装するためにお

金を集め、支払いを行った結

果、現金が 1,000 万円減る

ことになりました。 

③ 銀行に借金を返済した一

方で、新たな借り入れを行っ

た結果、現金が２00 万円減

ることとなりました。 

④ ①～③より、今年度末の現

金残高は300万円増えるこ

ととなりました。 

当年度歳計現金増減額 

期首歳計現金残高 

期末歳計現金残高 

経常的収支 支出 

収入 

公共資産整備収支 支出 

収入 

投資・財務的収支 支出 

収入 

今年度の現金増加額 (+300) 

商売での収支 

(+1,500) 

 

500 

2,000 

(-1,000) 
1,200 

200 

(-200) 

300 

100 

前年度末の現金 (1,000) 

今年度末の現金 (1,300) 

八百屋さんに例えると

… 
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○ 経常的収支○アの黒字分を、公共資産整備収支○イと投資・財務的収支○ウの 

赤字分にあてる構造となっています。平成 27年度は前年度と比べて、○ア○イ○ウを加えた 

当年度歳計現金額は約 17 億円の増加となりました。 

まとめ 
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6 『財務４表』の関係 

○ 『財務４表』とは、これまでにみてきた『貸借対照表』『行政コスト計算書』『純資産変動計算書』 

『資金収支計算書』の総称です。 

○ 新地方公会計制度に基づく『貸借対照表』『行政コスト計算書』『純資産変動計算書』『資金収支

計算書』は、民間企業の『貸借対照表』『損益計算書』『株主資本等変動計算書』『キャッシュフロ

ー計算書』におおむね当てはまります。 

ポイント! 

○ 『行政コスト計算書』の「純経常行政コスト」は、『純資産変動計算書』に 

 計上され、『貸借対照表』の「純資産」の減少要因の一つとなります。 

○ 『純資産変動計算書』は、『貸借対照表』の「純資産」の変動内訳を表します。 

 ⇒『純資産変動計算書』の「期末純資産残高」は、『貸借対照表』の「純資産合計」と一致します。 

○ 『資金収支計算書』は、『貸借対照表』の「歳計現金」の変動内訳を表します。 

 ⇒『資金収支計算書』の「期末歳計現金残高」は、『貸借対照表』の「歳計現金」と一致します。 

まとめ 

借方 貸方 

【資産】 【負債】 

 

 

 

 

【純資産】 

期首純資産残高 

純経常行政コスト 

一般財源 

補助金等受入 

臨時損益 

資産評価替・無償受入 

その他 

期末純資産残高 

当年度歳計現金増減額 

期首歳計現金残高 

期末歳計現金残高 

経常的収支 支出 

収入 

公共資産整備収支 支出 

収入 

投資・財務的収支 支出 

収入 

人にかかるコスト 経
常
行
政
コ
ス
ト 

物にかかるコスト 

移転支出的なコスト 

その他のコスト 

使用料・手数料など 

純経常行政コスト 

 

貸借対照表 行政コスト計算書 

資金収支計算書 
純資産変動計算書 

歳計現金 

純資産合計 

経
常 

収
益 
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１．市民１人当たりの資産額・負債額 

 市民１人あたりの資産額は、資産の形成度を示す指標であり、市民１人あたりの負債額は、財政の健

全性を示す指標の１つです。 

 ① 市民１人あたりの資産額〔＝資産合計÷住民基本台帳人口〕（千円） 

 

 ② 市民１人あたりの負債額〔＝負債合計÷住民基本台帳人口〕（千円） 

 

 

 

 

 

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

1,317 1,313 1,307 1,302 1,304 1,532

奈良市 中核市
平均

【20位／29市】

0
200
400
600
800

1,000
1,200
1,400
1,600

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

奈良市 中核市

平均

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

619 668 665 657 649 429

奈良市 中核市
平均

【2位／29市】

0
100
200
300
400
500
600
700

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

奈良市 中核市

平均

7 『貸借対照表』をくらべる 

○ 『貸借対照表』の年度変化をみたり、他の中核市と比べることで、奈良市の資産や負債の状況な 

どを把握することができます。 

ポイント! 

中核市のうち総務省方式改訂モデルに準拠した財務書類を作成している 29 市 

の平成 26 年度の普通会計ベースの値と比較しています。順位は降順（値の大きい順）で示 

しています。以後の章でも同様です。 

解説！ 
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２．社会資本形成の世代間負担比率 

 ① 社会資本形成の過去及び現世代負担比率〔＝純資産合計÷公共資産合計×100〕（％） 

  社会資本形成の結果を示す公共資産のうち、純資産による形成割合を見ることによってこれまでの

世代（過去及び現世代）によって既に負担された割合を見ることができます。 

 

② 社会資本形成の将来世代負担比率〔＝地方債残高等÷公共資産合計×100〕（％） 

  地方債残高に着目すれば、将来返済しなければならない、今後の世代によって負担される割合を見

ることができます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

54.7% 50.6% 50.5% 51.0% 51.9% 79.7%

【29位／29市】

奈良市 中核市
平均

0.0%
10.0%
20.0%
30.0%
40.0%
50.0%
60.0%
70.0%
80.0%

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

奈良市 中核市

平均

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

42.3% 46.5% 46.9% 46.9% 46.7% 28.7%

奈良市 中核市
平均

【1位／29市】

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

奈良市 中核市

平均
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３．資産老朽化比率〔＝減価償却累計額÷（有形固定資産―土地＋減価償却累計額）×100〕（％） 

 有形固定資産のうち、土地以外の償却資産の取得価額に対する減価償却累計額の割合を計算すること

により、耐用年数と比べて償却資産の取得からどの程度経過しているのかを全体として把握することが

できます。 

 

            

 

                            

※ 巻末資料編の財務書類（普通会計）の数値に基づいて計算しています。 

● 平成 27 年度の 住民基本台帳人口 ＝ 361,423 人（平成 28 年 4 月 1 日現在） 

１．市民１人当たりの資産額・負債額 

① 市民１人あたりの資産額〔＝資産合計÷住民基本台帳人口〕（千円） 

 ・資 産 合 計 ⇒ 貸借対照表『資産合計』 

② 市民１人あたりの負債額〔＝負債合計÷住民基本台帳人口〕（千円） 

 ・負 債 合 計 ⇒ 貸借対照表『負債合計』 

２．社会資本形成の世代間負担比率 

 ① 社会資本形成の過去及び現世代負担比率〔＝純資産合計÷公共資産合計×100〕（％） 

  ・純 資 産 合 計 ⇒ 貸借対照表『純資産合計』 

  ・公共資産合計 ⇒ 貸借対照表『公共資産合計』 

② 社会資本形成の将来世代負担比率〔＝地方債残高等÷公共資産合計×100〕（％） 

 ・地方債残高等 ⇒ 貸借対照表『地方債』＋貸借対照表『翌年度償還予定地方債』 

 ・公共資産合計 ⇒ 貸借対照表『公共資産合計』 

３．資産老朽化比率〔＝減価償却累計額÷（有形固定資産―土地＋減価償却累計額）×100〕（％） 

  ・減価償却累計額 ⇒ 貸借対照表『注記※５』 

  ・有形固定資産 ⇒ 貸借対照表『有形固定資産計』 

  ・土 地 ⇒ 貸借対照表『注記※５』 

 

 

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

48.5% 50.4% 51.8% 53.3% 54.8% 55.8%

【5位／29市】

奈良市 中核市
平均

0.0%
10.0%
20.0%
30.0%
40.0%
50.0%

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

奈良市 中核市

平均

もっと詳しく！～各指標の計算方法など 



-14- 

 

 

 

 

 

 

 

１．市民１人あたりの行政コスト〔＝経常行政コスト÷住民基本台帳人口〕（千円） 

 行政コストには、市の職員に要する人件費や、建物などを維持していくためにかかる費用のほか、建

物や設備などの価値の「目減り分」を費用としてみなした減価償却費も含まれます。コストが低くても、

市民の満足度が低ければ適切ではないため、適正なコストによる行政サービスの充実に努めなければな

りません。 

 

２．受益者負担比率〔＝経常収益÷経常行政コスト×100〕（％） 

 行政コスト計算書における経常収益は、いわゆる受益者負担の金額であるため、経常収益の行政コス

トに対する割合を算出することで、受益者負担の割合を見ることができます。 

 

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

291 334 283 302 305 310

奈良市 中核市
平均

【19位／29市】

0
50
100
150
200
250
300
350

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

奈良市 中核市

平均

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

3.6% 3.5% 3.3% 3.2% 3.5% 4.7%

【21位／29市】

奈良市 中核市
平均

0.0%

1.0%

2.0%

3.0%

4.0%

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

奈良市 中核市

平均

8 『行政コスト計算書』をくらべる 

○ 『行政コスト計算書』の年度変化をみたり、他の中核市と比べることで、行政サービスにかかる 

コストが適正水準にあるかを知ることができます。 

ポイント! 
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※ 巻末資料編の財務書類（普通会計）の数値に基づいて計算しています。 

１．市民１人あたりの行政コスト〔＝経常行政コスト÷住民基本台帳人口〕（千円） 

 ・経常行政コスト ⇒ 行政コスト計算書『経常行政コスト』 

 

２．受益者負担比率〔＝経常収益÷経常行政コスト×100〕（％） 

 ・経 常 収 益 ⇒ 行政コスト計算書『経常収益合計』 

・経常行政コスト ⇒ 行政コスト計算書『経常行政コスト』 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

もっと詳しく！～各指標の計算方法など 
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１．歳入対資産比率〔＝資産合計÷歳入合計〕（年） 

 歳入総額に対する資産の割合を算定することにより、資産形成のために何年分の歳入が充当されたか

を見ることができます。 

 

２．行政コスト対税収等比率〔＝純経常行政コスト÷（一般財源＋補助金等受入）×100〕（％） 

 純経常行政コストに対する一般財源等の比率を見ることによって、当年度に行われた行政サービスの

コストから受益者負担分を除いた純経常行政コストに対して、どれだけが当年度の負担で賄われたかが

分かります。 

 

 

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

3.9 3.4 3.9 3.8 3.7 3.9

奈良市 中核市
平均

【14位／29市】

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

奈良市 中核市

平均

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

106.7% 125.6% 104.1% 99.8% 98.8% 98.4%

奈良市 中核市
平均

【16位／29市】

0.0%
20.0%
40.0%
60.0%
80.0%
100.0%
120.0%

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

奈良市 中核市

平均

9 数値のバランスをくらべる 

○ 『貸借対照表』『行政コスト計算書』『資金収支計算書』から、必要な数値を取り出して分析する

ことで、より多面的に奈良市の状況を分析することができます。 

ポイント! 
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３．地方債の償還可能年数〔＝地方債残高等÷{経常的収支額―（地方債発行額＋基金取崩額）}〕（年） 

 奈良市の抱えている地方債を経常的に確保できる資金で返済した場合、何年で返済できるかを示す指

標です。 

  

 

 

 

 

 

※ 巻末資料編の財務書類（普通会計）の数値に基づいて計算しています。 

１．歳入対資産比率〔＝資産合計÷歳入合計〕（年） 

 ・資 産 合 計 ⇒ 貸借対照表『資産合計』 

 ・歳 入 合 計 ⇒ 資金収支計算書『収入合計』３箇所＋『期首歳計現金残高』 

２．行政コスト対税収等比率〔＝純経常行政コスト÷（一般財源＋補助金等受入）×100〕（％） 

 ・純経常行政コスト ⇒ 行政コスト計算書『純経常行政コスト』 

 ・一 般 財 源 ⇒ 純資産変動計算書『一般財源：地方税～その他行政コスト充当財源の計』 

 ・補助金等受入 ⇒純資産変動計算書『補助金等受入』のうち『その他一般財源等』の列 

３．地方債の償還可能年数〔＝地方債残高等÷{経常的収支額―（地方債発行額＋基金取崩額）}〕（年） 

 ・地方債残高等 ⇒ 貸借対照表『地方債』＋『翌年度償還予定地方債』 

 ・経常的収支額 ⇒ 資金収支計算書『経常的収支額』 

 ・地方債発行額 ⇒ 資金収支計算書『経常的収支の部』のうちの『地方債発行額』 

 ・基 金 取 崩 額 ⇒ 資金収支計算書『経常的収支の部』のうちの『基金取崩額』 

 

 

 

 

 

 

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

23.7 25.6 22.8 27.5 17.7 11.4

【6位／29市】

奈良市 中核市
平均

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

奈良市 中核市

平均

もっと詳しく！～各指標の計算方法など 
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決算書（単式簿記・現金主義） 財務書類（複式簿記・発生主義） 

《短所》 

① 歳入が、どのくらい資産の増加（「○○小学 

校整備」）につながるのかわからない。また、 

経費（「人件費」等）として消費されるのかも 

わからない。 

② 資産（「○○小学校」）や負債（「市債」）は 

次年度の決算書には計上されないため、全体 

としてどれだけの資産や負債があるのか把握 

できない。 

歳入 

(収入) 

市の税金 

市債（市の借金） 

国・県からの補助金 

使用料・手数料 

歳出 

(支出) 

○○小学校整備 

人件費 

物件費 

公債費 

貸借対照表 

貸方 借方 

【資産】 

○○小学校 

【負債】 

市債（市の借金） 

 

 

【純資産】 

市の税金 

国・県からの補助金 

《長所》 

① 負債・純資産を元手として、資産がどのくら

い増加したのかが分かる。 

② 資産や負債は、次年度以降の財務書類にも 

引き続き計上されるため、市の資産と負債の 

状況を全体として把握できる。 

※ 経費として消費される金額とその内訳は、 

「行政コスト計算書」を見れば分かります。 

 何のため？ 集計対象 

奈良市財務書類 「普通会計」に基づいて、他市との

比較をするために作成します。 

（7～9 章の比較に用いています。） 

一般会計及び公営事業会計（国民健康保

険、水道事業、病院事業ほか）以外の特別

会計の決算書 

奈良市連結 

財務書類 

公営事業、外郭団体等を含んだ全体

の状況をみるために作成します。 

上記に加え、公営事業会計、市の外郭団体、

奈良県後期高齢者医療広域連合の決算書 

 

 

10  

 

さいごに～財務書類と決算書との関係 

○ 「財務書類」は、複式簿記・発生主義の形式を用いることで、決算書（単式簿記・現金主義） 

ではつかみにくい『資産』『負債』『コスト』の状況を示しています。 

○ 集計の単位により、「奈良市財務書類」「奈良市連結財務書類」の２種類の「財務書類」を作成 

し、公表するとともに、決算書を補完するものとして活用することを目指しています。 

ポイント! 

決算書 
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 これまでの地方公会計の取組の経緯や現在の各地方公共団体における財務書類の作成状況等を踏まえ

ると、今後、更なる地方公会計の整備促進を図るためには、すべての地方公共団体において適用できる

標準的な基準を示すことが必要である。 

標準的な基準を設定することによって、それぞれの地方公共団体において、財務書類の作成と開示及

びその活用を行うことのみならず、他の地方公共団体との比較を容易とし、その財政構造の特徴や課題

をより客観的に分析することで、住民等に対するわかりやすい説明、財政運営や行政評価等への活用を

充実させることが可能となる。 

また、個々の地方公共団体のみならず、地方公共団体全体としての財務情報の開示を行っていくため

にも、資産評価の基準や様式など財務書類の作成の基本となる部分について、統一的な取扱いとして整

理する必要がある。 

－『今後の新地方公会計の推進に関する研究会報告書』（平成 26年 4月）より抜粋

http://www.soumu.go.jp/main_content/000287808.pdf 

 

 奈良市では、平成 20年度決算分より総務省方式改訂モデルに基づいて財務書類を作成し、公表して

きました。 

総務省方式改訂モデルに基づく財務書類では、単式会計・現金主義の決算書だけではとらえにくかっ

た市の資産・負債・コストの状況を可視化し、大枠で捉えて傾向をみることができるといった利点があ

ります。しかし、決算統計情報の組み換えによって財務書類を作成しているため、企業会計のような仕

訳帳・総勘定元帳などは存在せず、数値の変動要因についての分析には限界がありました。 

 

 そのため総務省の方針によりすべての自治体で平成 27年度から平成 29 年度までの間に、固定資産

台帳や複式仕訳の考えを取り入れた統一的なモデルの財務書類（統一モデル）を作成することになりま

した。 

奈良市においても、固定資産台帳の整備や複式仕訳による財務書類作成とその活用に向けての財務会

計システムの構築などに取り組んでおり、平成２９年度に作成する平成２８年度決算分の財務書類から、

統一モデルに基づいて作成し、公表します。 

 

 

 

 

  

もっと詳しく！～今後の新地方公会計の取り組みについて 
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資料編 
 

 

 

平成２8 年度奈良市財務書類 
 

 

１ 財務書類作成の経緯 

平成 18年度  国（総務省）が、平成 21 年度までに、国の作成基準に準じた財務書類の作成を各 

自治体に要請 

平成 20年度～ 総務省方式改訂モデルによる普通会計及び関係団体も含めた連結ベースでの財務書 

類（平成 20年度決算）を作成し、公表 

 

２ 新地方公会計制度について 

 (1) 導入の意義について 

  ① 現金主義による会計処理の補完 

    退職手当引当金など現金主義では見えにくいコストを明示することにより、資産・負債をより 

明確に把握することができる。 

② 公社・第３セクター等を踏まえた会計の整備による市財政全体の把握 

 会計処理の異なる団体間で、統一したモデルによる財務書類を整備することにより、市全体の 

財政状況を把握することができる。 

③ 資産・債務改革への対応 

    段階的に時価評価に基づく固定資産台帳を整備することにより、市が保有する資産を正確に把 

握し、今後の有効活用に資することができる。 

 

３ 財務書類の構成と対象会計・関係団体等 

    普 通 会 計 一般会計 

     特別会計 住宅新築資金等貸付金、土地区画整理事業、市街地再開発事業、 

公共用地取得事業、母子父子寡婦福祉資金貸付金 

  公営事業会計 国民健康保険、介護保険、後期高齢者医療、下水道事業、駐車場事業、針テ 

ラス事業、病院事業、水道事業、簡易水道事業 

 外郭団体等 公益財団法人奈良市生涯学習財団、株式会社奈良市清美公社、奈良市市街地 

開発株式会社、一般財団法人奈良市総合財団 

 一部事務組合・広域連合 奈良県後期高齢者医療広域連合 

 

連 

結 
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（単位：千円）

[資産の部] [負債の部]

１　公共資産 １　固定負債

(1) 有形固定資産 (1) 地方債 196,367,248

①生活ｲﾝﾌﾗ・国土保全 250,471,604 (2) 長期未払金

②教育 127,468,923 ①物件の購入等

③福祉 16,583,174 ②債務保証又は損失補償

④環境衛生 24,610,836 ③その他

⑤産業振興 7,026,979 長期未払金計 0

⑥消防 8,706,569 (3) 退職手当引当金 17,527,692

⑦総務 21,195,714 (4) 損失補償等引当金 0

有形固定資産計 456,063,799 固定負債合計 213,894,940

(2) 売却可能資産 134,100

公共資産合計 456,197,899 ２　流動負債

(1) 翌年度償還予定地方債 16,449,383

２　投資等 (2) 短期借入金（翌年度繰上充用金） 0

(1) 投資及び出資金 (3) 未払金 7,354

①投資及び出資金 1,045,867 (4) 翌年度支払予定退職手当 2,723,914

②投資損失引当金 △ 184,712 →駐車場公社（純資産△分） (5) 賞与引当金 1,369,023

投資及び出資金計 861,155 流動負債合計 20,549,674

(2) 貸付金 171,385

(3) 基金等 負　　債　　合　　計 234,444,614

①退職手当目的基金 0

②その他特定目的基金 7,467,292

③土地開発基金 0 [純資産の部]

④その他定額運用基金 0 １　公共資産等整備国県補助金等 81,188,476

⑤退職手当組合積立金 0

基金等計 7,467,292 ２　公共資産等整備一般財源等 282,720,199

(4) 長期延滞債権 4,460,539

(5) 回収不能見込額 △ 1,647,533 ３　その他一般財源等 △ 127,177,349

投資等合計 11,312,838

４　資産評価差額 105,344

３　流動資産

(1) 現金預金 純　 資　 産　 合　 計 236,836,670

①財政調整基金 814,154

②減債基金 448,894

③歳計現金 1,876,610

現金預金計 3,139,658

(2) 未収金

①地方税 525,328

②その他 158,135

③回収不能見込額 △ 52,574

未収金計 630,889

流動資産合計 3,770,547

資　　産　　合　　計 471,281,284 負 債 ・ 純 資 産 合 計 471,281,284

※１　他団体及び民間への支出金により形成された資産 ①生活インフラ・国土保全 千円

②教育 千円

③福祉 千円

④環境衛生 千円

⑤産業振興 千円

⑥消防 千円

⑦総務 千円

計 千円

　上の支出金に充当された財源 ①国県補助金等 千円

②地方債 千円

③一般財源等 千円

計 千円

※２　債務負担行為に関する情報 ①物件の購入等 千円

②債務保証又は損失補償 千円

（うち共同発行地方債に係るもの 千円）

③その他 千円

※３　地方債残高（翌年度償還予定額を含む）のうち111,851,132千円については、償還時に地方交付税の算定の基礎に含まれることが見込まれているものです。

※４　普通会計の将来負担に関する情報

　普通会計の将来負担額 271,182,487 千円

　[内訳]　普通会計地方債残高 214,248,163 千円 214,248,163 千円

　　　　　債務負担行為支出予定額 35,066 千円 41,543 千円 千円

　　　　　公営事業地方債負担見込額 36,082,820 千円 千円

　　　　　一部事務組合等地方債負担見込額 0 千円 千円

　　　　　退職手当負担見込額 20,816,438 千円 20,816,438 千円

　　　　　第三セクター等債務負担見込額 0 千円 0 千円 千円

　　　　　連結実質赤字額 0 千円

　　　　　一部事務組合等実質赤字負担額 0 千円

　基金等将来負担軽減資産 158,212,105 千円

　[内訳]　地方債償還額等充当基金残高 5,796,525 千円

　　　　　地方債償還額等充当歳入見込額 31,398,947 千円

　　　　　地方債償還額等充当交付税見込額 121,016,633 千円

　(差引)普通会計が将来負担すべき実質的な負債 112,970,382 千円

※５　有形固定資産のうち、土地は225,931,377千円です。また、有形固定資産の減価償却累計額は266,371,098千円です。

0

奈良市貸借対照表
(平成28年3月31日現在)

借　　　　　　　　　　方 貸　　　　　　　　　　方

      

12,043,472

0

12,282,239

3,922,615

7,088,402

615,934

2,016,051

1,020

1,339,338

27,265,599

4,620,380

10,601,747

項目 金額

[内訳]

負債計上 注記

【（翌年度償還予定）地方債・（長
期）未払金・引当金】

0

27,265,599

△ 7,354

0

0

0

【契約債務・偶発債務】

△ 6,477

36,082,820

0

普通会計 
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（単位：千円）

純資産合計
公共資産等整備
国県補助金等

公共資産等整備
一般財源等

その他
一般財源等

資産評価差額

期首純資産残高 234,239,330 81,580,237 281,780,725 △ 129,231,103 109,471

純経常行政コスト △ 106,157,310 △ 106,157,310

      
一般財源

地方税 51,142,677 51,142,677

地方交付税 15,054,906 15,054,906

その他行政コスト充当財源 12,378,656 12,378,656

補助金等受入 30,592,928 1,770,053 28,822,875

臨時損益

災害復旧事業費 △ 9,715 △ 9,715

公共資産除売却損益 6,371 6,371

投資損失 △ 407,046 △ 407,046

損失補償等引当金繰入等 0 0

科目振替

公共資産整備への財源投入 1,232,999 △ 1,232,999

公共資産処分による財源増 0 △ 347,232 347,232 0

貸付金・出資金等への財源投入 1,517,407 △ 1,517,407

貸付金・出資金等の回収等による財源増 0 △ 2,542,003 2,542,003

減価償却による財源増 △ 2,161,814 △ 8,340,061 10,501,875

地方債償還等に伴う財源振替 9,418,364 △ 9,418,364

資産評価替えによる変動額 △ 4,127 △ 4,127

無償受贈資産受入 0 0

その他 0

期末純資産残高 236,836,670 81,188,476 282,720,199 △ 127,177,349 105,344

奈良市純資産変動計算書
自　平成27年4月  1日

至　平成28年3月31日

普通会計 
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（単位：千円）

人件費

物件費

社会保障給付

補助金等

支払利息

他会計等への事務費等充当財源繰出支出

その他支出

支 出 合 計

地方税

地方交付税

国県補助金等

使用料・手数料

分担金・負担金・寄附金

諸収入

地方債発行額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

経 常 的 収 支 額

公共資産整備支出

公共資産整備補助金等支出

他会計等への建設費充当財源繰出支出

支 出 合 計

国県補助金等

地方債発行額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

公 共 資 産 整 備 収 支 額

投資及び出資金

貸付金

基金積立額

定額運用基金への繰出支出

他会計等への公債費充当財源繰出支出

地方債償還額

長期未払金支払支出

支 出 合 計

国県補助金等

貸付金回収額

基金取崩額

地方債発行額

公共資産等売却収入

その他収入

収 入 合 計

投 資 ・ 財 務 的 収 支 額

翌年度繰上充用金増減額

当年度歳計現金増減額

期首歳計現金残高

期末歳計現金残高

↑決算統計02-01-3

※1 一時借入金に関する情報

① 資金収支計算書には一時借入金の増減は含まれていません。

② 平成27年度における一時借入金の借入限度額は26,000,000千円です。

③ 支払利息のうち、一時借入金利子は13,581千円です。

※2 基礎的財政収支（プライマリーバランス）に関する情報

　収入総額（繰越金除く） 千円

　地方債発行額 △

　財政調整基金等取崩額 △

　支出総額 △

　地方債元利償還額（支払利息含む）

　財政調整基金等積立額

　　基礎的財政収支 千円

268,145

7,027,693

1,876,610

127,319,722

13,149,400

0

125,654,799

18,244,025

211,687

19,369,318

5,220

1,245,275

0

0

353,603

171,373

1,775,471

△ 17,593,847

0

1,664,923

41,543

312,758

315,751

8,265,135

△ 459,376

３ 投 資 ・ 財 務 的 収 支 の 部

0

1,195,376

543,640

0

1,797,969

15,790,790

5,501,600

7,647,800

61,675

8,888,794

117,279,116

19,718,146

２ 公 共 資 産 整 備 収 支 の 部

8,097,399

625,787

1,325

8,724,511

2,135,026

1,931,900

34,303,700

3,633,725

2,466,816

12,881,248

1,221,227

97,560,970

51,755,889

15,054,906

28,452,682

2,435,328

1,050,142

18,484,817

奈良市資金収支計算書
自　平成27年4月  1日

至　平成28年3月31日

１ 経 常 的 収 支 の 部

24,569,437

普通会計 
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（単位：千円）

[資産の部] [負債の部]

１　公共資産 １　固定負債

(1) 有形固定資産 (1) 地方公共団体

①生活インフラ・国土保全 416,494,806 ①普通会計地方債 196,367,248

②教育 127,505,357 ②公営事業地方債 78,489,726

③福祉 16,583,174  地方公共団体計 274,856,974

④環境衛生 32,627,162 (2) 関係団体

⑤産業振興 8,798,979 ①一部事務組合・広域連合地方債 0

⑥消防 8,706,569 ②地方三公社長期借入金 0

⑦総務 21,221,568 ③第三セクター等長期借入金 0

⑧収益事業 0  関係団体計 0

⑨その他 33 (3) 長期未払金 3,121,930

有形固定資産計 631,937,648 (4) 引当金 22,773,535

(2) 無形固定資産 27,994,301 （うち退職手当等引当金） 22,740,535

(3) 売却可能資産 134,100 （うちその他の引当金） 33,000

公共資産合計 660,066,049 (5) その他 △ 60,830,128

固定負債合計 239,922,311

２　投資等 ２　流動負債

(1) 投資及び出資金 655,760 (1) 翌年度償還予定額

(2) 貸付金 217,148 ①地方公共団体 22,400,882

(3) 基金等 9,461,679 ②関係団体 0

(4) 長期延滞債権 5,497,041  翌年度償還予定額計 22,400,882

(5) その他 510 (2) 短期借入金（翌年度繰上充用金を含む） 0

(6) 回収不能見込額 △ 2,537,540 (3) 未払金 1,000,174

投資等合計 13,294,598 (4) 翌年度支払予定退職手当 3,178,392

(5) 賞与引当金 1,561,524

(6) その他 1,474,988

３　流動資産 流動負債合計 29,615,960

(1) 資金 8,397,714

(2) 未収金 2,843,474 負　　債　　合　　計 269,538,271

(3) 販売用不動産 0

(4) その他 870,459 [純資産の部]

(5) 回収不能見込額 △ 118,472 １　公共資産等整備国県補助金等 △ 106,757

流動資産合計 11,993,175 ２　公共資産等整備一般財源等 60,055,395

３　他団体及び民間出資分 0

４　その他一般財源等 98,126,435

４　繰延勘定 0 ５　資産評価差額 1,364,952

純　 資　 産　 合　 計 415,815,551

資　　産　　合　　計 685,353,822 負 債 及 び 純 資 産 合 計 685,353,822

奈良市　連結貸借対照表
（平成２８年３月３１日現在）

借　　　　　　　　　　方 貸　　　　　　　　　　方

連 結 
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（単位：千円）

純資産合計

期首純資産残高 384,432,885

純経常行政コスト △ 146,825,006

一般財源

地方税 51,142,677

地方交付税 15,054,906

その他行政コスト充当財源 12,378,663

補助金等受入 67,214,486

臨時損益

災害復旧事業費 △ 9,715

公共資産除売却損益 △ 11,700

投資損失 △ 407,046

過年度損益修正損 0

損失補償等引当金 0

出資の受入・新規設立 0

資産評価替えによる変動額 △ 4,127

無償受贈資産受入 6,723

その他 32,842,805

期末純資産残高 415,815,551

奈良市　連結純資産変動計算書
自　平成２７年４月 １ 日

至　平成２８年３月３１日

連 結 
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（単位：千円）

人件費

物件費

社会保障給付

補助金等

支払利息

その他支出

支 出 合 計

地方税

地方交付税

国県補助金等

使用料・手数料

分担金・負担金・寄附金

保険料

事業収入

諸収入

地方債発行額

長期借入金借入額

短期借入金増加額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

経 常 的 収 支 額

公共資産整備支出

公共資産整備補助金等支出

地方独立行政法人公共資産整備支出

一部事務組合・広域連合公共資産整備支出

地方三公社公共資産整備支出

第三セクター等公共資産整備支出

支 出 合 計

国県補助金等

地方債発行額

長期借入金借入額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

公 共 資 産 整 備 収 支 額

投資及び出資金

貸付金

基金積立額

定額運用基金への繰出支出

地方債償還額

長期借入金返済額

短期借入金減少額

長期未払金支払支出

収益事業純支出

その他支出

支 出 合 計

国県補助金等

貸付金回収額

基金取崩額

地方債発行額

長期借入金借入額

公共資産等売却収入

収益事業純収入

その他収入

収 入 合 計

投 資 ・ 財 務 的 収 支 額

翌年度繰上充用金増減額

当年度資金増減額

期首資金残高

経費負担割合変更に伴う差額

期末資金残高

0

8,397,714

3,570,902

5,689,400

△ 19,222,385

0

1,842,655

6,555,059

0

0

41,543

0

23,809

24,911,785

5,220

1,245,275

0

514,400

0

353,603

0

0

312,758

670,224

10,559,955

△ 1,218,887

３ 投 資 ・ 財 務 的 収 支 の 部

0

1,197,184

545,387

0

23,103,862

7,217,700

244,682,429

22,283,927

２ 公 共 資 産 整 備 収 支 の 部

11,141,167

627,112

0

0

0

10,563

11,778,842

2,359,273

18,019,363

15,054,906

65,058,808

2,764,554

40,855,919

18,227,868

14,413,582

10,381,072

7,647,800

0

0

502,668

51,755,889

奈良市　連結資金収支計算書
自　平成２７年４月　１日

至　平成２８年３月３１日

１ 経 常 的 収 支 の 部

27,802,020

25,951,495

126,047,814

22,446,542

3,824,466

16,326,165

222,398,502

連 結 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      

 

 

 

 

分かりやすい財務書類 

（平成 27 年度決算版） 

 

公 表 平成 2９年３月３１日 

作 成 奈良市総合政策部行政経営課 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


